
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方創生の実効を上げるために自治体間連携を強化する 

・地域固有の生業を創造するためには、自治体間連携を一層強化して、 

従来の自治体フルセット主義の垣根を取り払うことが必要 

 

・自立的な地方創生には、地方自治体として一定の 

規模・能力を備えた拠点都市の育成が必要 
 

・効果的な地方創生には、地域連携の強化が必要 

 

・地方創生を阻む壁は、地方版の総合戦略を各自治体が個別にフルセットで進め

たこと 
 

・今日の生活圏域、経済圏域を考えた場合、複数の自治体が政策目標を共有し、

力を合わせて取り組んだ方が効果的 
 

・地方創生の成否は、比較優位のある地域固有の産業形成ができるかにかかって

おり、比較優位を見出す地域単位として、スケールメリットを意識した一定の

地域のまとまりを形成していくことが欠かせない 

 

・東京一極集中への歯止めは、地方の力を強くすることがポイントで、東京の  

ライバルをつくらねばならない 
 

・すべての市町村が東京のライバルとなるのは不可能であり、拠点となる都市に

集中的に投資を行うことが必要 
 

・市町村単位での自立、一村一品運動、企業誘致、大学誘致など、人口が減少し

ていく限られた商圏の中で競合すれば疲弊するしかなく、人口を奪い合うゼロ

サムゲームに陥るだけ 

○地方創生を深化させる『当たり前』の３原則 10カ条」（荒田 ＰＨＰ総研研究推進部長） ○「人口減少社会における地方創生と自治体の役割」（加藤 明治大学教授） 

 

・大きな地方都市に機能を集約し、周辺の市町村が補完的な役割を果たす 

 

・大きな地方都市とその周辺の市町村が一つのネットワークでつながり、コンパ

クト化していく 

 

・30～50万人くらいの都市に、商業・工業・ 

サービス・教育施設などあらゆる機能を集積 


